
Pacific Way パシフィック ウェイ　通巻148号

12 13

上 原 伸 一
Shinichi UEHARA

　今年は4年に1度のパラオの選挙の年である。
11月1日 ( 火 ) に国会議員 ( 上院、下院とも) の総
選挙と正副大統領の選挙が行われる。正副大統領
は、それぞれ3人以上の立候補がある時は予備選
挙が行われることになっており、9月27日( 火 ) に
予備選挙が行われる。
　激増していた中国人観光客は、今年に入り減少
している。選挙情報等パラオの最新情報をお伝え
する。

(1) 海洋聖域法 (Marine Sanctuary Act) 成立

　レメンゲソウ大統領は、今期大統領になって以来
(2013年1月から )、「パラオの排他的経済水域では商
業漁業を禁止し、パラオを海洋資源を守る聖域にす
る」と宣言し、実現に向けて邁進してきた。
　ジャンセン・トリビヨン前大統領は、サメの捕獲を
禁 止 し、「 サ メ の 聖 域 (Sharks Sanctuary)」 を 実 現 し
た。島嶼国からは賛意が示され、モルジブやバハマ等
パラオに続く国も出てきた。トリビヨン氏の前に2期
大統領を務めたレメンゲソウ氏は、その当時から環境
保護を旗印に掲げていた。パラオ憲法は第8条4項後
段で「大統領は、3期以上連続して務めることはでき
ない」と定めている。このため、2001年に最年少の
大統領となったレメンゲソウ氏は、2期連続で当選し
た 後、1期 を 上 院 議 員 で 過 ご し、2012年 の 大 統 領 選
に立候補して当時のトリビヨン大統領を破り、2013
年から再び大統領の座に就いた。レメンゲソウ氏は、
就任早々に、サメの捕獲禁止だけでは不十分であると
して、海洋聖域構想をぶち上げ、徐々に国内外の支持
を増やしてきた。
　2015年10月22日 に 法 案 が 最 終 的 に 国 会 を 通 過、
28日に大々的に大統領の署名式が行われ、法律が成
立した。これにより、パラオの排他的経済水域の80%
では完全に漁業及び鉱業が禁止される。残りの20%
の水域は、地元漁師の現地消費用及び小規模輸出用漁
業に確保される。現時点で、既に漁業許可を出してい
る他国の漁業会社があるが、それらを強制的に打ち切
ることはせず、2019年末までかけて、順に許可が切

れるのを待ち、2020年1月1日から完全施行となる。

(2) 正副大統領選挙

　パラオの選挙期間は長い。とりわけ正副大統領に関
しては選挙の1年以上前から色々な駆け引きが始まる。
　昨年10月段階では、大統領候補として現職のレメ
ンゲソウ氏、前職のトリビヨン氏、カミスク・エリア
ス・チン上院議長、アントニオ・ベルス現副大統領、
スランゲル・ウィップス Jr. 上院議員等が立候補表明
をしたり、候補者として取りざたされたりしていた。
　このうち、ジャンセン氏とチン上院議長は早い段階
で立候補を否定し舞台から退いた。チン氏は4月に心
臓病で緊急入院、マニラで治療して現在は通常の議長
業務を遂行している。
　一方、10月に上院副議長だったキャシイ・ケソレ
イ氏が病没し、12月の補選で元副大統領のサンドラ・
ピエラントッチ氏が選ばれた。彼女は年明けの1月に
大統領選立候補を表明した。
　7月初旬現段階での大統領候補者は、レメンゲソウ
大統領、スランゲル Jr. 上院議員、サンドラ上院議員の
3名であった。現在、パラオは経済成長を続けており、
海洋聖域法案も成立し、現職大統領はマイナス要因が
少ない。スランゲル Jr. 上院議員は若者中心に根強い
人気がある。前回大統領選では、スランゲル Jr. 氏は
レメンゲソウ氏の強力なサポーターであったので、前
回のレメンゲソウ氏の得票には相当スランゲル Jr. 陣
営の票が入っていると思われる。それが今回どのよう
に分かれるかは重要なポイントになろう。サンドラ氏
は、初の女性大統領を目指して前回立候補したが予選
で3位に終わり本選には進めなかった。本戦では、ト
リビヨン氏支持に回っており、今回は逆にトリビヨン
氏を始めとする、非レメンゲソウ・非スランゲル Jr. 勢
力の幅広い支持を受けているように見える。
　彼らに加えて、7月後半になって、ベルス現副大統
領が大統領に立候補を表明した。立候補は正副大統
領、国会議員とも8月3日で締め切られた。　副大統
領候補は、ヨシタカ・アダチ コロール州知事、レイ
ノルド・オイロー上院議員、ミルブ・メチュール上院
議員の3名である。正副大統領は、ランニングメイト
ではなく、それぞれ独立して投票を受け、選出される。

(3) 異常渇水で給水制限

　今年2月頃から渇水が続き、3月13日から水道の給
水制限に入った。当初は、朝夕の2時間ずつの給水に
制限され、3月22日に大統領が非常事態を宣言した。
4月末から雨が降り出し、徐々に給水時間が長くなり、

5月9日には解消した。
　この時の非常事態宣言を巡り、大統領と議会で対立
が生じた。憲法では第8条14項で、「大統領は、国会
の明示的継続的同意なしに、10日以上非常権限を行
使することはできない。」と定められている。国会側
は、重大な事態だが非常事態を続けるほどではないと
して、延長に同意しなかった。これを巡り、大統領と
議員の公開討論が行われたが、スランゲル Jr.、サン
ドラ両上院議員とも非常事態延長に同意せず、選挙対
策のため敢えて大統領に反対したのではとの非難を受
け、大統領選でのマイナス要因になったと言われてい
る。
　なお、この渇水はエルニーニョによるものと考えら
れているが、この影響でパラオの観光スポットの一つ
ジェリーフィッシュレイクからクラゲが消えてしまっ
た。1時間泳いでも、小さなクラゲが少量見られるだ
けという状況で、旅行会社によってはジェリーフィッ
シュレークへのツアーを止めている。 

 
(4) 中国観光客減へ
　 中 国 か ら の 観 光 客 が 2013 年 の 9430 人 か ら 2014
年には39383人と激増し、日本を抜いて首位となっ
た。 増 加 の 勢 い は 2015 年 も 変 わ ら ず、2015 年 に
は87058人 に な っ た。2010年 に は 観 光 客 は 全 体 で
85573 人 で、2015 年 は 中 国 だ け で 2010 年 の 観 光
客総数を超えてしまった。この間、ホテル等パラオ側
の宿泊設備等は大幅に増えているわけではない。ま
た、パラオの自然は世界遺産になっているロックアイ
ランドを始めとして素晴らしいものだが、小さな島嶼
国であり、それほど多い団体旅行客を受け入れられる
だけの規模ではない。高付加価値観光の展開で、持続
する観光経済を目指すレメンゲソウ政権としては看過
で き ず、2015年4月15日 か ら、 中 国 及 び マ カ オ か ら
のチャーター便を半減させた。しかし、韓国経由など

で中国からの観光客の伸びは止まらず、11月になっ
てようやく前年同月割れをするようになった。今年の
1-6月 は 前 年 比26% 減 と な っ て い る。 日 本、 韓 国 の
観光客も中国ほどではないが減少、台湾は微増であっ
た。
　レメンゲソウ大統領は、現在の観光客減少は高付加
価値観光の観点からは問題なく、8月から始まる全日
空のチャーター便による日本人観光客増への期待を記
者会見で語っている。
　ただ、ここ1年ほどの間に初めてパラオを訪れた日
本人は、中国語の氾濫と混雑に驚き、自然に親しみの
んびり南国を楽しむ期待を裏切られたと感じており、
ダイバー以外の日本人リピーターを捕まえられない状
態になっている。
　一方、7月21日に中国の新華社は、パラオ等最終目
的地として認められていない地域へのパッケージ旅行
を取りやめるよう公告した。「中国旅行会社条例」の
第25条で、旅行会社は中国政府当局の許諾があると
ころ ( 現在123ヶ国及び地域 ) 以外にパッケージ旅行
業務を展開してはならないと規定されており、罰則規
定もある。今までは、いわばお目こぼしであったわけ
だが、今回の公告はインターネット上にも出されてお
り、今後中国当局が実際にどのような対応に出るか、
パラオの観光業への影響が懸念される。

(5) 環境税値上げ

　海洋聖域法により外国からの入漁料減少に対応す
る た め、10月 か ら 環 境 税30ド ル を100ド ル に、 出 国
税20ドルを50ドルへ引き上げる法改正が行われた。
観光業界から延期の要請を受けて、あらためて法改正
し、出国税は廃止し、環境税を100ドルに引き上げる
のは来年の4月からとなった。
　とはいえ、これらの税金は出国の時にドル現金 ( ト
ラベラーズチェックは可 ) で支払わないといけないの
で、来年4月からは、家族4人で、約4万円のドルを帰
国時に支払わなければならないことになる。


